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1 講座等の設置が可能となる運営経
費の規模としてはいくらくらいを想
定しているのか。

講座等には専任の教員を雇用するため、人件
費等および研究支援経費を考慮すると、最も
小規模な講座等でも年間2,000万円以上とす
ること。

同左 同左

2 講座等の名称に出資元の名前を使
用できるか。

寄付講座等の名称には、寄附者が明らかとな
るような文句を付すことができる（寄付講座
等要項第4の2）。

当該講座等における教育研究の内容を示す名
称を付すものとし、講座等名称に企業名を付
すことは認めない。

当該講座等における教育研究の内容を示す名
称を付すものとし、講座等名称に法人/企業
名を付すことは認めない。

3 社会連携講座等について、設置契
約書と共同研究契約書を分けて締
結する場合と、「設置契約書兼共
同研究契約書」を使用して締結する
場合の違いはなにか。

契約相手が1機関または複数機関でも研究
（知財等）管理を同一に取りまとめることが
できれば、「設置契約書兼共同研究契約書」
を用いて、1本の契約を結ぶ。この場合、申
込書は各機関毎に、「社会連携講座等設置兼
共同研究申込書」を提出する。
一方、契約相手が複数機関で、機関毎の研究
（知財等）管理が必要かつ可能な場合は、従
来通り、機関毎に共同研究契約を結ぶ。この
場合、設置契約は1 本の契約として複数機関
が連名で契約を締結し、申込については、社
会連携講座等設置申込書および共同研究申込
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9 教育研究を行う過程で計画等に変

更が生じた結果、設置期間満了時
に期間延長できる程の残額が発生
することが判明した。その場合、
その残額を使用して延長は可能か。

原則、寄付講座等の概要に則り、教育研究を
行うこととなるため、残額は生じないものと
と。のߒ 、残ߒめȀ、残を使 と、のɺሀ長は可育ことてて可生じなとなるたり、教育のしてこての等の残と残額が判明のȀ

が発の残 、こがが発判明の延教育結育 、じの延が場合

する。額生めȀに則り、教育額、このて研究を残なるため、残額は生じ
研墘等に延等果、設置期間の、に寄付講こ研長使用期間判明じその等にいの社、̐Ģのじ可能か置、こ期の教育結育ߒ 、じの能かがるこ研長こての等こ研長Ȁ、り、教育の育場合こ研長のこ則りこ残を 合こ長額可人 、残
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12 講座等教員として、出資元の研究者
は雇用できないのか。

教員としては雇用できない。
寄付講座を実施していく上では、本学の教育
研究における自主性や研究テーマの公益性が
確保されることが大前提となる。

教員としては雇用できない。
寄付講座と同様に、社会連携講座を実施して
いく上では、本学の教育研究における自主性
や研究テーマの公益性が確保されることが大
前提となる。
同講座を実施するために、当該民間機関所属
の研究者の参加が不可欠であれば、教員とし
てではなく、共同研究員として参画してもら
うのが適切である。共同研究をベースにして
運営する講座なので、一定の制度的制限を設
けておくことが、大学の自主性に対する社会
的説明責任を果たす上でも必要である。
※東京大学社会連携講座等に関する規則第5
条 に該当する場合にのみ、独立行政法人の研
究者を教員として雇用できるものとする。

同左
※東京大学国立研究開発法人連携講座等に関
する規則第9条の2に該当する場合にのみ、独
立行政法人の研究者を教員として雇用できる
ものとする。

13 専任の特任教員を選考中であるな
どの理由により、教員がいない状
態で講座を開始できるか。

できない。
教員がいない講座の設置は認められないた
め、設置開始日に専任の特任教員がいない場
合は、本学の常勤教員に兼務発令を行い、当
該講座に兼務させること。

同左 同左

14 本学の承継教員が講座等に関与す
る場合、兼務発令は必須か。

専任教員が配置されている場合、兼務発令は
必須ではなく、当該教員の講座等に対する関
与の程度によって判断すること。

同左 同左

【講座等の教員に関すること】

Question
Answer
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15 講座と研究部門の違いはなにか。 学部及び研究科等の教育研究を行う大学院組
織等に置くものを「講座」、附置研究所及び
全学センター等の教育研究を行う組織に置く
ものを「研究部門」と称する。

同左 同左

16 寄付講座・研究部門と社会連携講
座・研究部門の違いはなにか。

”社会連携講座と寄付講座の違い”を参照のこ
と。

同左 ―

17 講座等の成果物について、出資元
はどういった関わりを持つことが
できるか。また、講座で用いられ
たテキスト・データ・資料等につ
いて、使用したり利用したりする
特別な権利のようなものは認めら
れるのか。

 研究成果物について、寄附者は知的所有権を
有さない。ただし、広報やIR等で公表する等
の活動については、当該講座や部局と相互に
確認の上、自由に行っていただいてかまわな
い。
また、講座で用いられた資料等に関する特別
な権利のようなものは発生しない。
寄付講座等要項では、寄付講座は「寄附」に
より運営されるものとされ、寄附の受入に関
しては、寄附取扱規則第5条の1の通りとなっ
ている。

共同研究契約書に従うこと。 同左

Question
Answer

【その他】
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